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１．平成２６年度当初予算編成について 

我が国の経済は、堅調な内需に支えられた景気回復が見込まれ、好循環が徐々に実現

していくと考えられているものの、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動減、金融

資本市場の動向及び電力供給の制約等に留意する必要があります。 

このような状況の中、大治町において平成２６年度当初予算を編成するにあたっては、

歳入面において、町税では、納税義務者の増加等に伴う個人町民税及び固定資産税の増

収を見込むとともに、消費税及び地方消費税の税率改正により地方消費税交付金の増収

を見込むほか、基金の有効活用を図り財源の確保に努めています。 

一方、歳出面においては、総合的な子ども・子育て支援の推進を図るため、「子育て支

援課（仮称）」を新設し、ファミリー・サポート・センター事業の実施及び子育てサポー

ト相談員の設置等により、子育て家庭を支援するとともに、小学１年生に GPS 機能付

防犯ブザーを配布し、児童の安全確保にも努めてまいります。 

また、安全安心なまちづくりとして、町内の道路や橋等の老朽化を点検して事故防止

を図り、河川計画の策定及び排水ポンプの能力を調査し水害対策を行うとともに、準用

河川小糠田川の整備促進など防災・減災対策に取り組みます。 

さらに、町民体育館及び研修館の解体、地震時の安全確保のため大治西小学校体育館

の天井材撤去、並びに大治小学校の老朽化による改修設計及び大治中学校の体育館建設

計画調査など教育関係施設の整備促進を図ります。 

今後も、社会保障費の増加が見込まれる中、計画的な財政運営に努めるとともに、住

民のみなさんが、生活を楽しむことができる「ライフタウン」の実現に向け、平成２６

年度当初予算の編成を行いました。 

 

２．予算規模 

 一般会計の予算総額は、前年度当初７１億７，３００万円に対し、本年度当初７７億

２，０００万円とし、前年度当初対比７．６％（５億４，７００万円）の増を計上しま

した。 
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３．歳 入 

（１）町税 

   町税については、たばこ税で売り上げ見込み本数の減少に伴い減収を見込むが、納

税義務者の増加による個人町民税の増収、また、家屋の新増築の増加による固定資産

税の増収が見込まれることから、町税全体では、前年度当初３４億７，３９４万９千

円に対し、本年度当初３６億１，２７７万６千円とし、前年度当初対比４．０％（１

億３，８８２万７千円）の増を計上しました。 

（２）地方譲与税 

   地方譲与税については、前年度当初６，９００万円に対し、本年度当初８，１００

万円とし、前年度当初対比１７．４％（１，２００万円）の増を計上しました。 

（３）利子割交付金 

   利子割交付金については、前年度当初と同額の１，０００万円を計上しました。 

（４）配当割交付金 

   配当割交付金については、前年度当初９００万円に対し、本年度当初２，２９０万

円とし、前年度当初対比１５４．４％（１，３９０万円）の増を計上しました。 

（５）株式等譲渡所得割交付金 

   株式等譲渡所得割交付金については、前年度当初２００万円に対し、本年度当初５

００万円とし、前年度当初対比１５０．０％（３００万円）の増を計上しました。 

（６）地方消費税交付金 

   地方消費税交付金については、地方消費税率の改正に伴い増収が見込まれることか

ら、前年度当初２億３，３００万円に対し、本年度当初３億７８０万円とし、前年度

当初対比３２．１％(７，４８０万円)の増を計上しました。 

（７）自動車取得税交付金 

   自動車取得税交付金については、前年度当初３，７００万円に対し、本年度当初１，

６５０万円とし、前年度当初対比５５．４％（２，０５０万円）の減を計上しました。 

（８）地方特例交付金 

   地方特例交付金については、住宅借入金等特別税額控除に伴う個人町民税の減収を

補てんする減収補てん特例交付金として、前年度当初３，２００万円に対し、本年度

当初３，４７０万円とし、前年度当初対比８．４％（２７０万円）の増を計上しまし

た。 

 



- 3 - 

（９）地方交付税 

   地方交付税については、普通交付税を６億円、特別交付税を過去の実績から５，０

００万円見込み、前年度当初６億２，０００万円に対し、本年度当初６億５，０００

万円とし、前年度当初対比４．８％（３，０００万円）の増を計上しました。 

（10）交通安全対策特別交付金 

交通安全対策特別交付金については、前年度当初５４０万円に対し、本年度当初５

３０万円とし、前年度当初対比１．９％（１０万円）の減を計上しました。 

（11）分担金及び負担金 

   分担金及び負担金については、保育所運営費保護者負担金現年度分として１億２，

５５７万９千円を見込むなど、前年度当初１億１，４３２万６千円に対し、本年度当

初１億２，６８８万５千円とし、前年度当初対比１１．０％（１，２５５万９千円）

の増を計上しました。 

（12）使用料及び手数料 

   使用料及び手数料については、道路占用料として１，０９２万２千円を見込むなど、

前年度当初７，０８０万４千円に対し、本年度当初７，１６２万３千円とし、前年度

当初対比１．２％（８１万９千円）の増を計上しました。 

（13）国庫支出金 

   国庫支出金については、消費税及び地方消費税率の引上げに際し、子育て世帯への

影響を緩和するための臨時的な給付金支給に伴う財源として、子育て世帯臨時特例給

付金給付事業費補助金４，４００万円、事務費補助金６４１万円を見込み、また、低

所得者への影響を緩和するための臨時的な給付金支給に伴う財源として、臨時福祉給

付金給付事業費補助金６，１５０万円、事務費補助金１，０５３万５千円を見込むな

ど、前年度当初８億１，１１２万円に対し、本年度当初９億１，７５０万４千円とし、

前年度当初対比１３．１％（１億６３８万４千円）の増を計上しました。 

（14）県支出金 

   県支出金については、ファミリー・サポート・センター事業をはじめ、子育て支援

事業に伴う財源として子育て支援対策基金事業費補助金２，３５９万円を見込むなど、

前年度当初５億５，８２２万２千円に対し、本年度当初６億４，６３２万円とし、前

年度当初対比１５．８％（８，８０９万８千円）の増を計上しました。 
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（15）財産収入 

   財産収入については、前年度当初２１万７千円に対し、本年度当初６６万６千円と

し、前年度当初対比２０６．９％（４４万９千円）の増を計上しました。 

（16）寄附金 

   寄附金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 

（17）繰入金 

   繰入金については、財源調整のため、財政調整基金から４億６，０００万円、公園

整備事業の財源として都市計画整備基金から２，２６１万５千円を見込むなど、繰入

金全体では、前年度当初３億９，９７１万９千円に対し、本年度当初４億８，２６１

万９千円とし、前年度当初対比２０．７％（８，２９０万円）の増を計上しました。 

（18）繰越金 

   繰越金については、前年度当初９，２６０万３千円に対し、本年度当初８，８１４

万２千円とし、前年度当初対比４．８％（４４６万１千円）の減を計上しました。 

（19）諸収入 

   諸収入については、前年度当初９，５６３万９千円に対し、本年度当初９，８２６

万４千円とし、前年度当初対比２．７％（２６２万５千円）の増を計上しました。 

（20）町債 

   町債については、財源不足を補てんするため、臨時財政対策債として５億４，２０

０万円を計上しました。 
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４．歳 出 

（１）議会費 

   前年度当初９，９４５万円に対し、本年度当初９，８３４万９千円とし、前年度当

初対比１．１％（１１０万１千円）の減を計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

事 業 名 
平成 26 年度 

当初予算額 
（ ）内は平成 25年度 

内 容 

○議会運営費 

 

 議会だより印刷 

 

 

810千円 

（814千円） 

 

 

町民に親しまれる議会、開かれた議会への取り組み

のため、議会だよりを発行する。（４回） 

（２）総務費 

   総務費については、前年度当初８億７，１４６万円に対し、本年度当初８億９，０

３４万３千円とし、前年度当初対比２．２％（１，８８８万３千円）の増を計上しま

した。 

   主な事業は、次のとおりです。 

事 業 名 
平成 26 年度 

当初予算額 
（ ）内は平成 25年度 

内 容 

○まちづくり推進事業費 

【新規】 

イベント出演業務 

委託料 

 

 

173千円 

（－） 

 

 

海部県民センター及び海部地域７市町村の連携・協

力の下、海部地域のＰＲ活動を行うため新たに結成

されたアイドルユニット「海部地域盛り上げ隊（Ａ

ＭＴ）」のイベント出演にかかる委託料。 

○電子計算業務費 

 

システム改修等業務

委託料 

 

 

15,930千円 

（17,321千円） 

 

 

子ども・子育て支援新制度に係る電算システムを導

入する業務外４業務。 

 

電算機器借上料 

 

118,368千円 

（95,984千円） 

 

施設利用者の利便性を図るため、スポーツセンタ

ー、公民館、コミュニティセンターにインターネッ

トによる施設予約システム及び役場始め６施設に

整備した無線ＬＡＮ環境を使用し、災害時において

各避難所の様子が役場に設置された災害対策本部

においてもテレビ上で確認できるシステムを導入

する業務外１３業務。 

○固定資産税事務費 

【新規】 

空中写真撮影 

 

 

2,765千円 

（－） 

 

 

固定資産の現況を把握し、課税の適正化を図るた

め、町内全域の空中写真を撮影する。 
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○愛知県知事選挙費 

【新規】 

愛知県知事選挙 

 

 

10,442千円 

（－） 

 

 

平成２７年２月１４日に任期満了となる、愛知県知

事選挙に係る経費を計上する。 

○愛知県議会議員選挙費 

【新規】 

愛知県議会議員選挙 

 

 

1,674千円 

（－） 

 

 

平成２７年４月２９日に任期満了となる、愛知県議

会議員選挙に係る経費の一部を計上する。 

○大治町議会議員選挙費 

【新規】 

大治町議会議員選挙 

 

 

631千円 

（－） 

 

 

平成２７年４月２９日に任期満了となる、大治町議

会議員選挙に係る経費の一部を計上する。 

○農業委員選挙費 

【新規】 

農業委員会委員選挙 

 

 

217千円 

（－） 

 

 

平成２６年７月１９日に任期満了となる、農業委員

会委員選挙に係る経費を計上する。 

（３）民生費 

   前年度当初２９億３，３９３万３千円に対し、本年度当初３１億９，７２１万５千

円とし、前年度当初対比９．０％（２億６，３２８万２千円）の増を計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

事 業 名 
平成 26 年度 

当初予算額 
（ ）内は平成 25年度 

内 容 

○社会福祉事務費 

 

大治町社会福祉協議

会運営補助金 

 

 

25,161千円 

（24,831千円） 

 

 

社会福祉協議会の活性化と充実・強化を図るため、

運営に要する経費を補助する。 

○心身障害者事業費 

【新規】 

障害福祉計画策定 

事業 

 

 

2,513千円 

（－） 

 

 

平成２７年度から平成２９年度までの３年間を計

画期間とする第４期障害福祉計画を策定する。 

 

心身障害者扶助料 

 

41,814千円 

（40,512千円） 

 

在宅の手帳所持者（身体障害者手帳、療育手帳及び

精神障害者保健福祉手帳）に対し、等級に応じ手当

を支給する。 

 

障害福祉サービス費 

 

195,575千円 

（183,349千円） 

 

障害者の自立した生活及び社会参加の促進を図る

ため、ヘルパー及び施設の利用料等を給付する。 

○高齢者生きがい対策事業費 

 

大治町シルバー人材

センター運営補助金 

 

 

15,943千円 

（16,285千円） 

 

 

高齢者の生きがい対策の一環として、高齢者に働く

機会を提供し、その能力活用を図るため、運営に要

する経費を補助する。 
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○介護保険事業費 

【新規】 

 老人福祉計画及び介

護保険事業計画策定

事業 

 

 

3,396千円 

（－） 

 

 

平成２７年度から平成２９年度までの３年間を計

画期間とする第６期老人福祉計画及び介護保険事

業計画を策定する。 

 

介護保険特別会計 

（保険事業勘定） 

へ繰出し 

 

199,411千円 

（185,276千円） 

 

介護保険事業の財源として、一般会計から介護保険

特別会計（保険事業勘定）へ繰出す。 

○福祉医療費 

  

子ども医療費 

 

 

197,640千円 

（191,160千円） 

 

 

子どもの健康保持・増進を図るため、中学校卒業ま

での子どもを対象に、医療費の自己負担分を支給す

る。 

 

障害者医療費 

 

59,940千円 

（59,292千円） 

 

１級から３級までの身体障害者手帳所持者等を対

象に、健康保持・増進を図るため、医療費の自己負

担分を支給する。 

  

母子家庭等医療費 

 

28,152千円 

（26,928千円） 

 

１８歳以下の者を扶養している母子・父子家庭を対

象に、健康保持・増進を図るため、医療費の自己負

担分を支給する。 

 

精神障害者医療費 

 

14,616千円 

（13,560千円） 

 

１・２級の精神障害者保健福祉手帳所持者等を対象

に、健康保持・増進を図るため、医療費の自己負担

分を支給する。 

 

後期高齢者福祉医療

費給付金 

 

50,052千円 

（45,360千円） 

 

後期高齢者医療制度の被保険者のうち、障害者医

療・精神障害者医療及び母子家庭等医療対象者等の

健康保持・増進を図るため、医療費の自己負担分を

支給する。 

 

後期高齢者医療 

特別会計へ繰出し 

 

218,585千円 

（191,402千円） 

 

後期高齢者医療制度の財源として、一般会計から後

期高齢者医療特別会計へ繰出す。 

○総合福祉センター管理運営費 

 

総合福祉センター 

希望の家指定管理料 

 

 

61,117千円 

（56,448千円） 

 

 

公の施設の管理に民間の能力を活用しつつ、住民サ

ービスの向上を図るため、指定管理者制度を導入

し、施設の管理を大治町社会福祉協議会へ委託す

る。 

○国民健康保険特別会計繰出金 

  

国民健康保険 

特別会計へ繰出し 

 

 

201,841千円 

（202,137千円） 

 

 

国民健康保険財政の健全化を図るため、一般会計か

ら国民健康保険特別会計へ繰出す。 
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○臨時福祉給付金事業費 

【新規】 

 臨時福祉給付事業 

 

 

72,035千円 

（－） 

 

 

国の「好循環実現のための経済対策」として、消費

税率の引上げに際し、低所得者（市町村民税が課税

されていない世帯）への影響を緩和するため、臨時

的な措置として臨時福祉給付金を支給する。 

○児童福祉事務費 

【新規】 

保育サービス相談 

事業 

 

 

1,499千円 

（－） 

 

 

子育て支援課（仮称）新設により、各課所で所管す

る子育てに関する業務を集約し、同課に移管するこ

とに伴い、必要な人材を確保し、保育サービスに関

する相談や情報収集業務、保育所入所待ち家庭への

アフターフォロー業務等を実施する。 

【新規】 

子育てサポート相談

事業 

 

1,757千円 

（－） 

 

子育てに不安や悩みを抱えている家庭又は児童虐

待等の要支援家庭に対し、幅広い識見や経験等に基

づく相談や支援を行うため、子育てサポート相談員

を設置する。 

 

地域子育て支援拠点

事業 

 

9,212千円 

（8,903千円） 

 

子育てを地域全体で支援する地域力の創出に寄与

するため、大治町社会福祉協議会に地域子育て支援

センターの運営を委託する。 

 

放課後児童健全育成

事業 

 

14,488千円 

（11,587千円） 

 

放課後児童の健全な育成を図るため、大治町社会福

祉協議会に放課後児童クラブの運営を委託する。 

【新規】 

ファミリー・サポー

ト・センター事業 

 

5,753千円 

（－） 

 

児童の預かり等の援助を受けることを希望する者

と当該援助を行うことを希望する者を会員とし、会

員相互の援助活動を推進するとともに、多様なニー

ズへの対応を図るため、ファミリー・サポート・セ

ンター事業を実施する。 

【新規】 

子ども・子育て支援

事業計画策定事業 

 

2,237千円 

（－） 

 

平成２７年度から始まる子ども・子育て支援新制度

に先立ち、平成２７年度から平成３１年度までの５

年間を計画期間とする子ども・子育て支援事業計画

を策定する。 

○保育所運営費 

 

特別保育事業費等 

補助金 

 

 

36,901千円 

（40,813千円） 

 

 

障害児保育、延長保育、一時預かり等の特別保育事

業等を円滑に実施することにより、もって児童福祉

の向上を図るため、民間保育所に対し事業費を補助

する。 

○児童手当費 

 

児童手当 

 

 

691,620千円 

（723,780千円） 

 

 

次世代の社会を担う子どもの健やかな育ちを支援

するため、中学校修了前までの子どもを養育する保

護者等に児童手当を支給する。 
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○子育て世帯臨時特例給付金事業費 

【新規】 

子育て世帯臨時特例

給付事業 

 

 

50,410千円 

（－） 

 

 

国の「好循環実現のための経済対策」として、消費

税率の引上げに際し、子育て世帯への影響を緩和す

るとともに、子育て世帯の消費の下支えを図る観点

から、児童手当の支給対象児童を基本とし、臨時的

な措置として子育て世帯臨時特例給付金を支給す

る。 

○子育て支援減税手当事業費 

【新規】 

子育て支援減税手当

事業 

 

 

59,734千円 

（－） 

 

 

愛知県の子育て世帯を支援するための施策として、

消費税の引上げが、子育て世帯の負担を重くし、次

代を担う児童の健全育成に影響を及ぼすことのな

いよう、子育て支援減税手当を支給する。 

（４）衛生費 

   前年度当初７億７，４４６万９千円に対し、本年度当初７億７，６２６万９千円と

し、前年度当初対比０．２％（１８０万円）の増を計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

事 業 名 
平成 26 年度 

当初予算額 
（ ）内は平成 25年度 

内 容 

○環境保全事業費 

 

住宅用太陽光発電 

システム設置費補助

事業 

 

 

3,000千円 

（3,600千円） 

 

 

地球温暖化防止施策として、再生可能エネルギーを

推進するため、住宅用太陽光発電システムの設置に

要する経費の一部を補助する。 

○母子保健事業費 

 

妊婦・乳児健康診査

事業 

 

 

37,149千円 

（40,024千円） 

 

 

妊婦・乳児の健康管理の充実のため妊婦１４回、乳

児２回の検診費用を補助する。 

○成人・老人保健事業費 

 

がん検診・肝炎検査

事業 

 

 

22,466千円 

（21,048千円） 

 

 

がん等の病気を早期発見、早期治療を目的に、がん

検診・肝炎検診を実施する。 

さらに、平成２１年度以降子宮頸がん検診と乳がん

検診で発行してきた無料クーポンの未利用者に再

通知して検診を促進する。 

○感染症対策事業費 

 

各種予防接種事業 

 

 

98,713千円 

（71,143千円） 

 

 

ヒブ、小児肺炎球菌ワクチン等を新たに加えた各種

予防接種を行う。 

また、成人風疹の感染を予防する事業を行う。 

○塵芥処理事業費 

 

ごみ袋購入費 

 

 

16,569千円 

（17,197千円） 

 

 

ごみ分別の徹底及び収集の円滑化を図るため、ごみ

袋を、可燃ごみ（大・小）、プラスチックごみ（大・

小）及び不燃ごみ（大・小）の６種類を購入する。 
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○塵芥処理事業費 

【新規】 

資源ごみ等搬出場所

設置工事 

 

 

4,526千円 

（－） 

 

 

ごみ分別の徹底及び収集の円滑化を図るため、資源

ごみ等搬出場所を整備する。 

 

海部地区環境事務 

組合負担金（ごみ分） 

 

194,571千円 

（227,390千円） 

 

生活環境の保全を図るため、海部地区環境事務組合

において、可燃ごみ、プラスチックごみ、不燃ごみ

等を処理する経費を負担する。 

○し尿浄化槽処理事業費 

 

海部地区環境事務 

組合負担金（し尿分） 

 

 

65,802千円 

（76,984千円） 

 

 

生活環境の保全を図るため、海部地区環境事務組合

において、し尿及び浄化槽汚泥を処理する経費を負

担する。 

（５）農林水産業費 

   前年度当初６，１０２万１千円に対し、本年度当初５，３７１万１千円とし、前年

度当初対比１２．０％（７３１万円）の減を計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

事 業 名 
平成 26 年度 

当初予算額 
（ ）内は平成 25年度 

内 容 

○土地改良事業費 

  

用排水施設整備事業

（萱津地区）負担金 

 

 

14,283千円 

（17,854千円） 

 

 

萱津排水路の湛水被害を軽減するため、当該排水路

の整備に要する事業費を負担する。 

（６）商工費 

   前年度当初４，６０４万４千円に対し、本年度当初４，８４７万９千円とし、前年

度当初対比５．３％（２４３万５千円）の増を計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

事 業 名 
平成 26 年度 

当初予算額 
（ ）内は平成 25年度 

内 容 

○商工対策費 

 

商工会補助金 

 

 

2,972千円 

（3,007千円） 

 

 

商工会が行う商工業の振興等を図るために要する

経費を補助する。 

 

小規模事業指導費 

補助金  

 

14,579千円 

（13,055千円） 

 

商工会が行う小規模事業者の振興と経営安定に要

する経費を補助する。 

○金融対策費 

 

小規模企業等振興 

事業 

 

 

25,368千円 

（25,378千円） 

 

 

小規模企業等振興資金融資制度の運用資金として

県と協調し、取扱金融機関に預託する。また、本制

度により融資を受けた者が支払う信用保証料を補

助する。 
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（７）土木費 

   前年度当初５億９，００４万５千円に対し、本年度当初６億１，０６０万２千円と

し、前年度当初対比３．５％(２，０５５万７千円)の増を計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

事 業 名 
平成 26 年度 

当初予算額 
（ ）内は平成 25年度 

内 容 

○道路維持管理費 

【新規】 

道路ストック総点検 

 

 

21,000千円 

（－） 

 

 

これまでに整備を行ってきた道路や橋等老朽化し

た箇所を事故防止のために点検する。 

○道路維持修繕工事費 

  

道路維持修繕 

 

 

53,300千円 

（54,000千円） 

 

 

既設側溝の維持修繕や舗装の維持修繕を行う。 

○側溝暗渠清掃費 

 

 側溝暗渠清掃 

 

 

14,900千円 

（13,300千円） 

 

 

側溝暗渠の清掃を行う。 

４，８００ｍ 

○側溝新設工事費 

  

側溝新設工事 

 

 

23,500千円 

（20,000千円） 

 

 

新たな側溝の整備を行う。 

５００ｍ 

○交通安全施設修繕工事費 

  

交通安全施設修繕 

 

 

17,930千円 

（14,050千円） 

 

 

区画線、街路灯等の交通安全施設の維持修繕を行

う。 

○街路灯設置工事費 

  

街路灯設置 

 

 

2,330千円 

（2,490千円） 

 

 

街路灯の設置を行う。 

１６灯 

○反射鏡設置工事費 

  

反射鏡設置 

 

 

1,580千円 

（1,490千円） 

 

 

道路反射鏡の設置を行う。 

９基 

○河川浚渫費 

  

河川浚渫 

 

 

25,000千円 

（25,000千円） 

 

 

水路、河川の浚渫を行う。 

 

○河川維持修繕工事費 

【新規】 

河川計画の策定 

 

 

17,500千円 

（－） 

 

 

流域対策を踏襲した河道計画の策定を行う。 

準用河川円楽寺川 ２．０ｋｍ 

準用河川小切戸川 ０．４ｋｍ 

 

河川維持修繕 

 

 

6,660千円 

（6,450千円） 

 

新たな防護柵の設置や既設防護柵の維持修繕を行

う。 
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○普通河川改良工事費 

  

普通河川の改良 

 

 

28,200千円 

（11,000千円） 

 

 

水路の三面打ちを行う。 

 

○小糠田川改良工事費 

  

小糠田川の改良 

 

 

39,000千円 

（27,000千円） 

 

 

準用河川小糠田川の三面打ちを行う。 

 

○排水施設維持管理費 

【新規】 

排水ポンプ能力調査 

 

 

 

8,424千円 

（－） 

 

 

町内１５機場内の３０基の排水ポンプの能力調査

を行う。 

  

排水機場の修繕 

 

16,100千円 

（44,500千円） 

 

砂子第２排水機場等の修繕を行う。 

 

○道路河川草刈工事費 

 

 道路河川草刈 

 

 

12,010千円 

（10,600千円） 

 

 

道路、河川の草刈を行う。 

５８，０００㎡ 

（８）消防費 

   前年度当初３億９，０１０万４千円に対し、本年度当初３億８，４２９万５千円と

し、前年度当初対比１．５％（５８０万９千円）の減を計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

事 業 名 
平成 26 年度 

当初予算額 
（ ）内は平成 25年度 

内 容 

○消防団運営費 

  

装備品購入 

 

 

4,490千円 

（856千円） 

 

 

消防団活動時の安全を確保するため、全団員にヘル

メット、雨合羽及び長靴を配備する。 

○積載車等管理費 

 

小型動力ポンプ付 

積載車購入 

 

 

16,980千円 

（11,000千円） 

 

 

積載車整備計画に基づき、１５年を経過した車両及

び動力ポンプを更新する。 

第３分団（三本木）、第４分団（砂子）、第６分団

（北間島）の３台。 

【新規】 

積載車用備品購入 

 

3,000千円 

（－） 

 

本部用の可搬ポンプが購入後２０年を経過してい

るため更新するとともに、平成２７年度の愛知県ポ

ンプ操法大会出場に向け、消防ホース等の必要資機

材を購入する。 

○消防施設費 

  

消防施設整備費 

補助金 

 

 

574千円 

（767千円） 

 

 

各地域の消防に供する施設（消火器ボックス等）の

整備を促進するための経費を補助する。 
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○災害対策費 

  

装備品購入 

 

 

2,180千円 

（130千円） 

 

 

町職員の災害活動時の安全を確保するため、全職員

にヘルメット、雨合羽及び長靴を配備する。 

○自主防災育成費 

  

自主防災組織補助金 

 

 

1,550千円 

（1,550千円） 

 

 

自主防災組織の設立及び活動を推進するための経

費を補助する。 

○防災行政無線運営費 

 

防災行政無線デジタ 

ル化事業 

 

 

10,000千円 

（10,000千円） 

 

 

平成２７・２８年度実施予定の防災行政無線デジタ

ル化移行事業の実施計画設計業務。 

（９）教育費 

   前年度当初７億５６万７千円に対し、本年度当初９億３，１２０万９千円とし、前

年度当初対比３２．９％（２億３，０６４万２千円）の増を計上しました。 

   本年度の各学校児童・生徒数、学級数の見込み及び主な事業は、次のとおりです。 

区分 

大治小学校 大治南小学校 大治西小学校 大治中学校 

児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 生徒数 学級数 

人 学級 人 学級 人 学級 人 学級 

1年 124(2) 4 125(1) 4 114(1) 4 345(4) 10 

2年 136(2) 4 131 4 97 3 330(5) 9 

3年 128(3) 4 117(2) 3 90(1) 3 344(3) 9 

4年 140 4 106(3) 3 97 3   

5年 118 3 148(2) 4 108(2) 3   

6年 122(2) 4 119(1) 3 107 3   

特別支援学級 (9) 2 (9) 2 (4) 2 (12) 3 

計 768(9) 25 746(9) 23 613(4) 21 
1,019 

(12) 
31 

                                     ( ) 内は、特別支援学級の児童・生徒内数 

事 業 名 
平成 26 年度 

当初予算額 
（ ）内は平成 25年度 

内 容 

○学校事務管理費 

【新規】 

児童安全対策事業 

 

 

3,800千円 

（－） 

 

 

各小学校新１年生児童に対して、防犯等の安全確保

のため、ＧＰＳ機能付防犯ブザーを配布する。 
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○学校整備工事費 

    （小学校費） 

【新規】 

大治小学校施設整備

事業 

 

 

 

14,537千円 

（－） 

 

 

大治小学校の老朽化した校舎及びトイレ改修のた

めの設計業務並びに公共下水道への接続のための

設計業務を委託する。 

【新規】 

大治西小学校施設 

整備事業 

 

34,020千円 

（－） 

 

地震時の児童の安全性を確保するとともに避難所

としての施設面の強化を図るため、大治西小学校体

育館天井材を撤去及び工事の監理業務を委託する。 

○学校備品購入費 

（小学校費） 

【新規】 

給食室設備整備事業 

 

 

 

16,752千円 

（－） 

 

 

 

大治南小学校給食室の食器食缶洗浄機、食器消毒保

管庫、ドライ式ガス回転釜について経年劣化により

購入する。 

○学校整備工事費 

（中学校費） 

【新規】 

大治中学校施設整備

事業 

 

 

 

6,102千円 

（－） 

 

 

大治中学校校舎のトイレ改修のための設計業務並

びに体育館建設計画調査及び基本設計業務を委託

する。 

○学校支援地域本部事業費 

【新規】 

 学校支援地域本部 

 事業 

 

 

3,536千円 

（－） 

 

 

地域住民等にボランティアとして登録していただ

き、授業等における学習補助など、学校の教育支援

活動を地域全体で行う。（コーディネーターが学校

のニーズを把握し、ボランティアの派遣調整を行

う。） 

○家庭教育推進事業費 

  

家庭教育推進事業 

 

 

563千円 

（634千円） 

 

 

放課後子ども教室の開催並びに、ふれあい活動推進

事業として、体験型のイベント等を開催する。 

○成人式事業費 

  

成人式事業 

 

 

741千円 

（657千円） 

 

 

人生の節目である成人式を開催する。 

 

○公民館事業費 

  

公民館講座事業 

 

 

1,151千円 

（1,154千円） 

 

 

住民に生涯学習の場を提供するため、公民館講座を

開催する。 

【新規】 

 音楽鑑賞事業 

 

280千円 

（－） 

 

住民に芸術に親しむ機会を提供するため、音楽鑑賞

会を開催する。 

○公民館図書室管理費 

 

図書管理システムの 

導入 

 

 

2,053千円 

（356千円） 

 

 

利用者の利便性を図るため、パソコンなどの端末機

で蔵書確認・予約等ができるシステムに切り替え

る。 
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○研修館施設管理費 

【新規】 

研修館解体事業 

 

 

9,072千円 

（－） 

 

 

耐震性が確保されていない研修館を解体する。 

 

○保健体育総務費 

 

総合型地域スポーツ 

クラブ振興費 

 

 

3,430千円 

（490千円） 

 

 

総合型地域スポーツクラブ設立のため、プレイベン

トや教室事業、広報などを行う。 

○スポーツセンター管理運営費 

【新規】 

駐車場整備事業 

 

27,900千円 

（－） 

 

スポーツセンター南側の買収した土地を駐車場に

整備する。 

 

スポーツセンター 

講座事業 

 

6,631千円 

（5,540千円） 

 

住民の体力向上、生活習慣予防運動のため、年齢や

体力に応じたスポーツセンターの講座・教室事業を

行う。 

○体育施設費 

【新規】 

町民体育館取壊事業  

 

 

150,347千円 

（－） 

 

 

町民体育館を取壊し、跡地に駐車場を整備する。ま

た、大治小学校のプール付属施設を建築する。 

（10）公債費 

   公債費については、前年度当初６億９，８４０万６千円に対し、本年度当初７億２，

２０２万７千円とし、前年度当初対比３．４％（２，３６２万１千円）の増を計上し

ました。 

（11）諸支出金 

   諸支出金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 

（12）予備費 

   予備費については、本年度当初７５０万円を計上しました。 
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一 般会計 歳入歳 出予算 案款別 集計 表 

１．歳 入                                   （単位 千円） 

款 
平成２6年度 

予 算 額 
構成比 
（％） 

対前年 

度比率 

（％） 

平 成 ２ ５ 年 度 予 算 額 比 較 増 減 

当 初 
構成比 

（％） 
現計(１月末) 当 初 比     現 計 比     

１ 町 税 3,612,776 46.8 104.0 3,473,949 48.4 3,473,949 138,827 138,827 

２ 地 方 譲 与 税 81,000 1.0 117.4 69,000 1.0 69,000 12,000 12,000 

３ 利 子 割 交 付 金 10,000 0.1 0.0 10,000 0.1 10,000 0 0 

４ 配 当 割 交 付 金 22,900 0.3 254.4 9,000 0.1 9,000 13,900 13,900 

５ 株式等譲渡所得割交付金 5,000 0.1 250.0 2,000 0.0 2,000 3,000 3,000 

６ 地方消費税交付金 307,800 4.0 132.1 233,000 3.3 233,000 74,800 74,800 

７ 自動車取得税交付金 16,500 0.2 44.6 37,000 0.5 37,000 △  20,500 △  20,500 

８ 地 方 特 例 交 付 金 34,700 0.5 108.4 32,000 0.5 32,032 2,700 2,668 

９ 地 方 交 付 税 650,000 8.4 104.8 620,000 8.6 696,641 30,000 △  46,641 

10 交通安全対策特別交付金 5,300 0.1 98.1 5,400 0.1 5,400 △    100 △    100 

11 分担金及び負担金 126,885 1.6 111.0 114,326 1.6 114,326 12,559 12,559 

12 使用料及び手数料 71,623 0.9 101.2 70,804 1.0 70,804 819 819 

13 国 庫 支 出 金 917,504 11.9 113.1 811,120 11.3 839,480 106,384 78,024 

14 県 支 出 金 646,320 8.4 115.8 558,222 7.8 624,378 88,098 21,942 

15 財 産 収 入 666 0.0 306.9 217 0.0 217 449 449 

16 寄 附 金 1 0.0 100.0 1 0.0 171 0 △    170 

17 繰 入 金 482,619 6.3 120.7 399,719 5.6 466,420 82,900 16,199 

18 繰 越 金 88,142 1.1 95.2 92,603 1.3 437,305 △  4,461 △ 349,163 

19 諸 収 入 98,264 1.3 102.7 95,639 1.3 104,913 2,625 △   6,649 

20 町 債 542,000 7.0 100.6 539,000 7.5 539,000 3,000 3,000 

合     計 7,720,000 100.0 107.6 7,173,000 100.0 7,765,036 547,000 △  45,036 

２．歳 出                                   （単位 千円） 

款 
平成 26 年度 

予 算 額 
構成比 
（％） 

対前年 

度比率 

（％） 

平 成 ２ ５ 年 度 予 算 額 比 較 増 減 

当 初 
構成比 

（％） 
現計(１月末) 当 初 比     現 計 比     

１ 議 会 費 98,349 1.3 98.9 99,450 1.4 99,710 △  1,101 △  1,361 

２ 総 務 費 890,343 11.5 102.2 871,460 12.2 1,192,243 18,883 △ 301,900 

３ 民 生 費 3,197,215 41.4 109.0 2,933,933 40.9 2,967,183 263,282 230,032 

４ 衛 生 費 776,269 10.1 100.2 774,469 10.8 854,197 1,800 △  77,928 

５ 農 林 水 産 業 費 53,711 0.7 88.0 61,021 0.9 78,775 △  7,310 △  25,064 

６ 商 工 費 48,479 0.6 105.3 46,044 0.6 46,044 2,435 2,435 

７ 土 木 費 610,602 7.9 103.5 590,045 8.2 581,945 20,557 28,657 

８ 消 防 費 384,295 5.0 98.5 390,104 5.4 445,029 △  5,809 △  60,734 

９ 教 育 費 931,209 12.1 132.9 700,567 9.8 781,995 230,642 149,214 

10 公 債 費 722,027 9.3 103.4 698,406 9.7 691,033 23,621 30,994 

11 諸 支 出 金 1 0.0 100.0 1 0.0 19,382 0 △  19,381 

12 予 備 費 7,500 0.1 100.0 7,500 0.1 7,500 0 0 

合     計 7,720,000 100.0 107.6 7,173,000 100.0 7,765,036 547,000 △  45,036 
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一 般 会 計 歳 出 予 算 案 財 源 別 集 計 表 

１. 一般財源                                            （単位 千円） 

款 町  税 交 付 税 雑収入・その他 合  計 構成比（％） 

１ 議 会 費        60,540 10,892 26,917 98,349 1.7 

２ 総 務 費        494,631 88,993 219,925 803,549 13.7 

３ 民 生 費        1,003,135 180,481 446,017 1,629,633 27.8 

４ 衛 生 費        445,874 80,220 198,246 724,340 12.3 

５ 農林水産業費        32,407 5,830 14,409 52,646 0.9 

６ 商 工 費        14,453 2,600 6,426 23,479 0.4 

７ 土 木 費        337,095 60,649 149,881 547,625 9.3 

８ 消 防 費        232,064 41,753 103,181 376,998 6.4 

９ 教 育 費        543,510 97,787 241,658 882,955 15.1 

10 公 債 費        444,450 79,964 197,613 722,027 12.3 

11 諸 支 出 金        1 0 0 1 0.0 

12 予 備 費        4,616 831 2,053 7,500 0.1 

合    計 3,612,776 650,000 1,606,326 5,869,102 100.0 

◎雑収入・その他の内訳 

地 方 揮 発 油 譲 与 税（ 2・1）  24,000    県 交 付 金（14・4）    411 

自 動 車 重 量 譲 与 税（ 2・2）  57,000    財 産 売 払 収 入（15・2）     1 

利 子 割 交 付 金（ 3・1）  10,000    寄 附 金（16・1）     1 

配 当 割 交 付 金（ 4・1）  22,900    基 金 繰 入 金（17・1）  460,000 

株式等譲渡所得割交付金（ 5・1）   5,000    繰 越 金（18・1）  88,142 

地 方 消 費 税 交 付 金（ 6・1）  307,800    町 預 金 利 子（19・2）    16 

自動車取得税交付金（ 7・1）  16,500    雑 入（19・4）  32,555 

地 方 特 例 交 付 金（ 8・1）  34,700    町 債（20・1）  542,000 

交通安全対策特別交付金（10・1）   5,300 

 

２. 特定財源                                            （単位 千円） 

款 国庫支出金 県支出金 町  債 分担金・その他 合  計 構成比（％） 

１ 議 会 費              

２ 総 務 費        1,248 68,761  16,785 86,794 4.7 

３ 民 生 費        883,489 551,541  132,552 1,567,582 84.7 

４ 衛 生 費        3,015 2,398  46,516 51,929 2.8 

５ 農林水産業費         953  112 1,065 0.1 

６ 商 工 費           25,000 25,000 1.3 

７ 土 木 費        4,950 19,617  38,410 62,977 3.4 

８ 消 防 費         631  6,666 7,297 0.4 

９ 教 育 費        24,802 2,008  21,444 48,254 2.6 

10 公 債 費              

11 諸 支 出 金              

12 予 備 費              

合    計 917,504 645,909  287,485 1,850,898 100.0 

◎分担金・その他の内訳 

負 担 金（11・1） 126,885    財産運用収入（15・1）   665    延 滞 金（19・1）  3,600 

使 用 料（12・1）  23,947    基 金 繰 入 金（17・1） 22,615    貸 付 金（19・3）  25,000 

手 数 料（12・2）  47,676    特別会計繰入金（17・2）    4    雑 入（19・4）  37,093 
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一 般 会 計 歳 出 予 算 案 節 別 集 計 表 

（単位 千円） 
款 

節 
１ 議会費 ２ 総務費 ３ 民生費 ４ 衛生費 ５ 農林水産業費 ６ 商工費 ７ 土木費 ８ 消防費 ９ 教育費 10 公債費 11 諸支出金 12 予備費 合 計 

構成比 

（％） 

１ 報 酬          40,068 20,176 33 3,511 2,560  2,306 8,285 7,764    84,703 1.1 

２ 給 料          11,450 194,622 112,572 48,490 9,143 2,321 41,697  95,571    515,866 6.7 

３ 職 員 手 当 等          18,007 215,697 68,552 27,055 6,732 1,646 26,652 4,588 52,434    421,363 5.5 

４ 共 済 費          24,618 66,936 37,926 16,140 3,112 762 14,165  32,932    196,591 2.5 

７ 賃 金          756 14,573 11,034 5,848 756  3,286 4,410 33,640    74,303 0.9 

８ 報 償 費           5,307 2,141 9,750 233 78  7,040 2,841    27,390 0.4 

９ 旅 費          1,423 745 26 47 7 4 39 3,492 239    6,022 0.0 

10 交 際 費          140 400           540 0.0 

11 需 用 費          1,077 66,670 8,778 24,748 2,165 300 29,504 14,722 138,903    286,867 3.8 

12 役 務 費          71 19,827 12,351 2,674 9 27 226 9,445 14,394    59,024 0.8 

13 委 託 料           100,020 664,129 317,272 557  65,118 23,860 145,056    1,316,012 17.0 

14 使用料及び賃借料          149 135,483 24,793 11,230 1,306  6,705 271 30,887    210,824 2.7 

15 工 事 請 負 費           3,293 9,192 4,526 2,023 422 240,510  228,489    488,455 6.3 

16 原 材 料 費                136 110 160    406 0.0 

17 公有財産購入費                22,500    1  22,501 0.3 

18 備 品 購 入 費           5,094 174 181    20,080 25,791    51,320 0.7 

19 負担金補助及び交付金 590 32,201 269,527 301,828 25,108 17,919 30,158 287,852 113,058    1,078,241 14.0 

20 扶 助 費            1,356,148 2,961     9,036    1,368,145 17.7 

21 貸 付 金               25,000       25,000 0.3 

22                

23 償還金利子及び割引料  8,320 1       722,027   730,348 9.5 

25 積 立 金           555           555 0.0 

27 公 課 費           424  8    140 14    586 0.0 

28 繰 出 金            619,838    127,600      747,438 9.7 

  予 備 費                     7,500 7,500 0.1 

合     計 98,349 890,343 3,197,215 776,269 53,711 48,479 610,602 384,295 931,209 722,027 1 7,500 7,720,000 100.0 

構成比(％) 1.3 11.5 41.4 10.1 0.7 0.6 7.9 5.0 12.1 9.3 0.0 0.1 100.0  

- 1
8
 - 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険特別会計 
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１．予算規模 

国民健康保険特別会計の予算総額は、前年度当初２９億９，５７６万４千円に対し、

本年度当初３０億４，６６４万２千円とし、前年度当初対比１．７％（５，０８７万８

千円）の増を計上しました。 

なお、この予算積算時に用いた基礎数値は、加入世帯数を５，０００世帯、被保険者

数を９，２００人としました。 

 

２．歳 入 

（１）国民健康保険税 

   国民健康保険税については、前年度当初７億８，１９０万９千円に対し、本年度当

初７億７，７９９万円とし、前年度当初対比０．５％（３９１万９千円）の減を計上

しました。 

（２）国庫支出金 

   国庫支出金については、療養給付費等負担金として６億３，９３４万５千円を見込

むなど、前年度当初７億３，６０９万５千円に対し、本年度当初７億２，５４３万円

とし、前年度当初対比１．４％（１，０６６万５千円）の減を計上しました。 

（３）療養給付費等交付金 

   療養給付費等交付金については、前年度当初１億１，３４４万円に対し、本年度当

初１億４６８万８千円とし、前年度当初対比７．７％（８７５万２千円）の減を計上

しました。 

（４）前期高齢者交付金 

   前期高齢者交付金については、前年度当初６億９，６１３万円に対し、本年度当初

６億７，４３７万円とし、前年度当初対比３．１％（２，１７６万円）の減を計上し

ました。 

（５）県支出金 

   県支出金については、財政調整交付金として１億５，１７１万６千円を見込むなど、

前年度当初１億５，１０２万３千円に対し、本年度当初１億７，００３万４千円とし、

前年度当初対比１２．６％（１，９０１万１千円）の増を計上しました。 

（６）共同事業交付金 

共同事業交付金については、前年度当初２億８，９４２万７千円に対し、本年度当

初２億９，６６８万６千円とし、前年度当初対比２．５％（７２５万９千円）の増を
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計上しました。 

（７）繰入金 

繰入金については、前年度当初２億２１３万８千円に対し、本年度当初２億１８４

万２千円とし、前年度当初対比０．１％（２９万６千円）の減を計上しました。 

（８）繰越金 

繰越金については、前年度当初１，７００万１千円に対し、本年度当初８，７００

万１千円とし、前年度当初対比４１１．７％（７，０００万円）の増を計上しました。 

 

３．歳 出 

（１）総務費 

    総務費については、前年度当初１，１５５万８千円に対し、本年度当初１，５４３

万１千円とし、前年度当初対比３３．５％（３８７万３千円）の増を計上しました。 

（２）保険給付費 

保険給付費については、前年度当初１９億８，０２５万１千円に対し、本年度当初

１９億８，４７９万１千円とし、前年度当初対比０．２％（４５４万円）の増を計上

しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

事 業 名 
平成 26 年度 

当初予算額 
（ ）内は平成 25年度 

内 容 

○一般被保険者 

療養給付費 

1,632,000千円 

(1,620,000千円) 

一般被保険者に対し、療養の給付を行う。 

○退職被保険者等 

療養給付費 

93,600千円 

(100,800千円) 

退職被保険者等（会社を退職し、国保に加入し年金

を受けられる６５歳未満の人、及びその被扶養者）

に対し、療養の給付を行う。 

（３）後期高齢者支援金等 

   後期高齢者支援金等については、前年度当初４億７，００７万１千円に対し、本年

度当初４億８，７６７万６千円とし、前年度当初対比３．７％（１，７６０万５千円）

の増を計上しました。 

（４）前期高齢者納付金等 

   前期高齢者納付金等については、前年度当初６１万７千円に対し、本年度当初７６

万７千円とし、前年度当初対比２４．３％（１５万円）の増を計上しました。 
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（５）老人保健拠出金 

   老人保健拠出金については、前年度当初１０万３千円に対し、本年度当初９万８千

円とし、前年度当初対比４．９％（５千円）の減を計上しました。 

（６）介護納付金 

   介護納付金については、前年度当初１億８，１００万円に対し、本年度当初１億９，

０００万円とし、前年度当初対比５．０％（９００万円）の増を計上しました。 

（７）共同事業拠出金 

   共同事業拠出金については、前年度当初３億２，２４６万３千円に対し、本年度当

初３億２，７２８万８千円とし、前年度当初対比１．５％（４８２万５千円）の増を

計上しました。 

（８）保健事業費 

   保健事業費については、前年度当初２，１１５万８千円に対し、本年度当初２，１

５５万円とし、前年度当初対比１．９％（３９万２千円）の増を計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

事 業 名 
平成 26 年度 

当初予算額 
（ ）内は平成 25年度 

内 容 

○特定健康診査等 

事業費 

16,048千円 

(15,789千円) 

メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に着

目した４０歳以上７５歳未満の被保険者を対象と

する健診等を実施する。 

○疾病予防費 

 

人間ドック事業 

 

 

3,671千円 

(3,570千円) 

 

 

疾病の重症化による医療費の増加防止及び健康維

持のため、３０歳以上の被保険者２２５名の人間ド

ック事業を実施する。 

（９）予備費 

   予備費については、本年度当初７００万円を計上しました。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土 地 取 得 特 別 会 計 
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１．予算規模 

土地取得特別会計の予算総額は、前年度当初６万４千円に対し、本年度当初２２万４

千円とし、前年度当初対比２５０．０％（１６万円）の増を計上しました。 

 

２．歳 入 

（１）財産収入 

 財産収入については、前年度当初６万２千円に対し、本年度当初２２万２千円とし、

前年度当初対比２５８．１％（１６万円）の増を計上しました。 

（２）繰入金 

繰入金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 

（３）繰越金 

繰越金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 

 

３．歳 出 

（１）総務費 

   総務費については、前年度当初６万３千円に対し、本年度当初２２万３千円とし、

前年度当初対比２５４．０％（１６万円）の増を計上しました。 

事 業 名 
平成 26 年度 

当初予算額 
（ ）内は平成 25年度 

内 容 

○土地開発基金 

 

土地開発基金積立金 

 

 

223千円 

(63千円) 

 

 

定期預金で運用している土地開発基金の利息分を

積み立てる。 

（２）普通財産取得費 

   普通財産取得費については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介 護 保 険 特 別 会 計 

（ 保 険 事 業 勘 定 ） 
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１．予算規模 

介護保険特別会計（保険事業勘定）の予算総額は、前年度当初１２億４，３３５万８

千円に対し、本年度当初１３億５，８４６万５千円とし、前年度当初対比９．３％（１

億１，５１０万７千円）の増を計上しました。 

  なお、予算積算時に用いた基礎数値は、第１号被保険者数を６，０２３人、介護給付

費等対象サービス利用者数を月当たり８４０人として算定しました。 

 

２．歳 入 

（１）保険料 

 保険料については、前年度当初３億１，２３９万円に対し、本年度当初３億２，９

８７万２千円とし、前年度当初対比５．６％（１，７４８万２千円）の増を計上しま

した。 

（２）国庫支出金 

 国庫支出金については、介護保険法で規定する負担割合により、介護給付費負担金

として２億２，９９０万９千円、地域支援事業交付金（介護予防事業）として５８万

７千円、地域支援事業交付金（包括的支援事業・任意事業）として７６９万円を見込

むなど、前年度当初２億１，６６９万７千円に対し、本年度当初２億３，８１８万８

千円とし、前年度当初対比９．９％（２，１４９万１千円）の増を計上しました。 

（３）支払基金交付金 

 支払基金交付金については、介護保険法で規定する負担割合により、介護給付費交

付金として３億７，８０２万４千円、地域支援事業支援交付金として６８万１千円を

見込み、前年度当初３億４，５２３万９千円に対し、本年度当初３億７，８７０万５

千円とし、前年度当初対比９．７％（３，３４６万６千円）の増を計上しました。 

（４）県支出金 

 県支出金については、介護保険法で規定する負担割合により、介護給付費負担金と

して１億９，３７３万７千円、地域支援事業交付金（介護予防事業）として２９万４

千円、地域支援事業交付金（包括的支援事業・任意事業）として３８４万５千円を見

込むなど、前年度当初１億８，１４１万２千円に対し、本年度当初１億９，７８７万

７千円とし、前年度当初対比９．１％（１，６４６万５千円）の増を計上しました。 

（５）財産収入 

   財産収入については、前年度当初１万７千円に対し、本年度当初２万１千円とし、
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前年度当初対比２３．５％（４千円）の増を計上しました。 

（６）繰入金 

 繰入金については、介護保険法で規定する負担割合により、一般会計から介護給付

費繰入金として１億６，２９４万２千円、地域支援事業繰入金（介護予防事業）とし

て２９万４千円、地域支援事業繰入金（包括的支援事業・任意事業）として３８４万

５千円、また、事務費の財源に充当するため、その他一般会計繰入金として３，２３

３万円を見込むなど、前年度当初１億８，７２２万９千円に対し、本年度当初２億１，

３７９万６千円とし、前年度対比１４．２％（２，６５６万７千円）の増を計上しま

した。 

（７）繰越金 

繰越金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 

（８）諸収入 

諸収入については、前年度当初３７万２千円に対し、本年度当初５千円とし、前年

度当初対比９８．７％（３６万７千円）の減を計上しました。 

 

３．歳 出 

（１）総務費 

総務費については、前年度当初３，３１３万５千円に対し、本年度当初３，２３３

万１千円とし、前年度当初対比２．４％（８０万４千円）の減を計上しました。 

 主な事業は、次のとおりです。 

事 業 名 
平成 26 年度 

当初予算額 
（ ）内は平成 25年度 

内 容 

○一般管理費 

 

地域包括支援センタ

ー運営協議会委員謝

金 

 

 

117千円 

（59千円） 

 

 

大治町地域包括支援センターの適切な運営、公正及

び中立性の確保その他センターの円滑かつ適正な

運営を図るため協議会を設置する。 

 

地域密着型サービス

運営委員会委員謝金 

 

59千円 

（59千円） 

 

介護保険法に基づき、地域密着型サービス及び地域

密着型介護予防サービスの適正な運営を確保する

ため委員会を設置する。 

 

介護保険電算システ

ム委託業務 

 

8,578千円 

（9,055千円） 

 

介護保険事務を円滑かつ適正に実施するため、介護

保険電算システムを導入する。 

 

海部東部消防組合負

担金（介護保険認定

審査会） 

 

20,791千円 

（21,353千円） 

 

介護保険法に基づく介護保険認定審査会を、海部東

部消防組合で実施するため経費を負担する。 
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○賦課徴収費 

 

介護保険料納付事務 

 

 

1,223千円 

（1,145千円） 

 

 

第１号被保険者の納付に係る事務処理に必要な経

費を計上する。 

（２）保険給付費 

 保険給付費については、前年度当初１１億８，８３４万２千円に対し、本年度当初

１３億３５３万９千円とし、前年度当初対比９．７％（１億１，５１９万７千円）の

増を計上しました。 

 主な事業は、次のとおりです。 

事 業 名 
平成 26 年度 

当初予算額 
（ ）内は平成 25年度 

内 容 

○介護サービス等諸費 

 

介護サービス等諸費 

 

 

1,233,961千円 

（1,125,625千円） 

 

 

加齢による病気等で要介護状態となり、入浴・排せ

つ・食事等の介護、機能訓練、看護・療養上の管理

等の医療が必要な人に対してサービスを提供する。 

○審査支払手数料 

 

審査支払手数料 

 

 

934千円 

（912千円） 

 

 

介護給付費請求書の審査支払事務を愛知県国民健

康保険団体連合会に委託する。 

○高額介護サービス等費 

 

高額介護サービス等

費 

 

 

20,760千円 

（20,028千円） 

 

 

要介護者等が１カ月に支払った利用者負担が、所得

区分に応じて、世帯単位および個人単位で負担限度

額を超えたとき払い戻す。 

○高額医療合算介護サービス等費 

 

高額医療合算介護サ

ービス等費 

 

 

 

3,364千円 

（2,921千円） 

 

 

世帯の１年間の介護保険の利用者負担額と医療保

険・後期高齢者医療の一部負担金等を合算した額

が、所得区分に応じて、世帯の負担限度額を超えた

とき払い戻す。 

○特定入所者介護サービス等費 

 

特定入所者介護サー

ビス等費 

 

 

 

44,520千円 

（38,856千円） 

 

 

低所得の要介護者が施設サービスや短期入所サー

ビスを利用したとき、食費・居住費について補足給

付として支給する。 

（３）地域支援事業費 

地域支援事業費については、前年度当初２，０８６万２千円に対し、本年度当初２，

１８１万２千円とし、前年度当初対比４．６％（９５万円）の増を計上しました。 

 主な事業は、次のとおりです。 
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事 業 名 
平成 26 年度 

当初予算額 
（ ）内は平成 25年度 

内 容 

○介護予防事業費(二次予防事業) 

 

二次予防事業対象者

把握事業 

 

 

1,125千円 

（1,027千円） 

 

 

要介護認定を受けていない第１号被保険者に国の

示す基本チェックリストを送付し、二次予防事業と

なる虚弱な高齢者を把握する。 

○介護予防事業費(一次予防事業) 

 

介護予防教室実施事

業 

 

 

1,065千円 

（323千円） 

 

 

一般高齢者を対象に介護予防の啓発を目的に介護

予防教室を実施する。 

○包括的支援事業費 

 

地域包括支援センタ

ー運営委託事業 

 

 

18,960千円 

（18,289千円） 

 

 

地域住民の心身の健康の保持と生活の安定のため

に必要な援助を行うことにより、保険医療の向上・

福祉の増進を包括的に支援するため大治町社会福

祉協議会へ運営委託する。 

（４）基金積立金 

   基金積立金については、前年度当初１万７千円に対し、本年度当初２万１千円とし、

前年度当初対比２３．５％（４千円）の増を計上しました。 

（５）諸支出金 

   諸支出金については、前年度当初１００万２千円に対し、本年度当初７６万２千円

とし、前年度当初対比２４．０％（２４万円）の減を計上しました。 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介 護 保 険 特 別 会 計 

（介護サービス事業勘定） 
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１．予算規模 

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）の予算総額は、前年度当初１，９８３万

１千円に対し、本年度当初２，０５４万３千円とし、前年度当初対比３．６％（７１万

２千円）の増を計上しました。 

 なお、予算積算時に用いた基礎数値は、大治町在宅老人デイサービスセンターの通所

介護(デイサービス)利用者人数を１日当たり１６人として算定しました。 

 

２．歳 入 

（１）サービス収入 

サービス収入については、通所介護費として１，６６２万６千円を見込むなど、前

年度当初１，９８１万４千円に対し、本年度当初２，０５２万１千円とし、前年度当

初対比３．６％（７０万７千円）の増を計上しました。 

（２）財産収入 

   財産収入については、前年度当初１万４千円に対し、本年度当初１万９千円とし、

前年度当初対比３５．７％（５千円）の増を計上しました。 

（３）繰入金 

繰入金については、前年度当初と同額の２千円を計上しました。 

（４）繰越金 

繰越金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 

 

３．歳  出 

（１）総務費 

総務費については、前年度当初７００万５千円に対し、本年度当初７４４万９千円

とし、前年度当初対比６．３％（４４万４千円）の増を計上しました。 

（２）サービス事業費 

サービス事業費については、前年度当初１，２８１万円に対し、本年度当初１，３

０７万３千円とし、前年度当初対比２．１％（２６万３千円）の増を計上しました。 

 主な事業は、次のとおりです。 
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事 業 名 
平成 26 年度 

当初予算額 
（ ）内は平成 25年度 

内 容 

○在宅老人デイサービスセンター 

居宅介護サービス事業費 

 

通所介護事業 

運営委託 

 

 

 

1,038千円 

（811千円） 

 

 

 

在宅老人デイサービスセンターの給食に係る業務

を委託する。 

（３）基金積立金 

   基金積立金については、前年度当初１万５千円に対し、本年度当初２万円とし、前

年度当初対比３３．３％（５千円）の増を計上しました。 

（４）諸支出金 

   諸支出金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共下水道事業特別会計 
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１．予算規模 

公共下水道事業特別会計の予算総額は、前年度当初４億５，５７９万１千円に対し、

本年度当初４億９，８４８万１千円とし、前年度当初対比９．４％（４，２６９万円）

の増を計上しました。 

 

２．歳 入 

（１）分担金及び負担金 

   分担金及び負担金については、下水道事業受益者負担金として、前年度当初７３４

万５千円に対し、本年度当初８７０万１千円とし、前年度当初対比１８．５％（１３

５万６千円）の増を計上しました。 

（２）使用料及び手数料 

   使用料及び手数料については、下水道使用料として、前年度当初１，８９３万４千

円に対し、本年度当初２，６６３万５千円とし、前年度当初対比４０．７％（７７０

万１千円）の増を計上しました。 

（３）国庫支出金 

   国庫支出金については、社会資本整備総合交付金として、前年度当初と同額の１億

円を計上しました。 

（４）繰入金 

   繰入金については、一般会計繰入金として、前年度当初１億２，９２４万７千円に

対し、本年度当初１億２，７６０万円とし、前年度当初対比１．３％（１６４万７千

円）の減を計上しました。 

（５）町債 

   町債については、公共下水道事業費に係る公共下水道債として１億９，１００万円、

流域下水道事業建設負担金に係る流域下水道債として３，９９０万円を見込み、前年

度当初１億９，５３０万円に対し、本年度当初２億３，０９０万円とし、前年度当初

対比１８．２％（３，５６０万円）の増を計上しました。 

 

３．歳 出 

（１）総務費 

下水道事業に係る事務に必要な経費として、前年度当初９，７７３万１千円に対し、

本年度当初９，５５４万５千円とし、前年度当初対比２．２％（２，１８６千円）の
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減を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

事 業 名 
平成 26 年度 

当初予算額 
（ ）内は平成 25年度 

内 容 

○下水道総務事務費 

 

 日光川下流流域下水 

道事業建設負担金 

 

 

39,942千円 

（30,038千円） 

 

 

日光川下流流域下水道の建設費（管渠・処理場等）

を関連市町（津島市、愛西市、弥富市、あま市、大

治町、蟹江町）が負担する。 

○維持管理費 

 

日光川下流流域下水 

道維持管理費負担金 

 

 

26,581千円 

（23,266千円） 

 

 

愛知県が管理する日光川下流流域下水道の維持管

理費に必要な経費を関連市町が負担する。 

 

下水道使用料徴収事 

務費負担金 

 

2,030千円 

（1,600千円） 

 

下水道使用料の徴収事務を名古屋市上下水道局へ

委託しているため、その事務処理にかかる費用を負

担する。 

（２）下水道事業費 

   公共下水道事業に係る事業に必要な経費として、前年度当初２億９，０３７万６千

円に対し、本年度当初３億２，２０８万６千円とし、前年度当初対比１０．９％（３，

１７１万円）の増を計上しました。 

  主な事業は、次のとおりです。 

事 業 名 
平成 26 年度 

当初予算額 
（ ）内は平成 25年度 

内 容 

○下水道事業費 

 

公共下水道実施設計

業務 

 

 

30,500千円 

（18,375千円） 

 

 

下水道管渠の敷設工事に必要な詳細設計を行い、工

事に必要な設計図書等を作成する。 

 

物件調査業務 

 

2,470千円 

（5,700千円） 

 

下水道管渠の敷設工事により、影響範囲の家屋等を 

事前に調査する。 

【新規】 

公共下水道全体計画

（雨水）策定業務 

 

9,915千円 

（－） 

 

浸水被害の軽減、解消を図るため大治町全域の総合

的な雨水管理計画を策定する。 

 

公共下水道工事 

 

 

181,000千円 

（175,000千円） 

 

下水道管渠の敷設工事及び前年度に管渠敷設施工

した箇所の舗装復旧工事を実施する。 

 

物件移転補償 

 

 

98,200千円 

（91,300千円） 

 

下水道管渠の敷設工事により支障となる、水道管、

ガス管、ＮＴＴケーブル、電柱及び電線等の移設費

用。 

（３）公債費 

   前年度当初６，７６８万３千円に対し、本年度当初８，０８４万９千円とし、前年

度当初対比１９．５％（１，３１６万６千円）の増を計上しました。 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

後期高齢者医療特別会計 
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１．予算規模 

後期高齢者医療特別会計の予算総額は、前年度当初３億９，７４６万２千円に対し、

本年度当初４億６，２６０万９千円とし、前年度当初対比１６．４％（６，５１４万７

千円）の増を計上しました。 

なお、この予算積算時に用いた被保険者数は、２，５３０人（前年度２，３１０人）

としました。 

 

２．歳 入 

（１）保険料 

  保険料については、前年度当初１億９，９４８万円に対し、本年度当初２億３，６

０８万３千円とし、前年度当初対比１８．３％（３，６６０万３千円）の増を計上し

ました。 

（２）繰入金 

  繰入金については、療養給付費繰入金として１億７，１００万円、広域連合事務費

繰入金として６４０万円、保険基盤安定繰入金として３，７００万円を見込むなど、

前年度当初１億９，１４０万２千円に対し、本年度当初２億１，８５８万５千円とし、

前年度当初対比１４．２％（２，７１８万３千円）の増を計上しました。 

（３）諸収入 

   諸収入については、前年度当初６５７万８千円に対し、本年度当初７９４万円とし、

前年度当初対比２０．７％（１３６万２千円）の増を計上しました。 

   主なものとして、受託事業収入については、前年度当初５９１万９千円に対し、本

年度当初７２１万６千円とし、前年度当初対比２１．９％（１２９万７千円）の増を

計上しました。 

 

３．歳 出 

（１）総務費 

  前年度当初１７５万５千円に対し、本年度当初２０４万１千円とし、前年度当初対

比１６．３％（２８万６千円）の増を計上しました。 

（２）広域連合納付金 

   前年度当初３億８，７４８万２千円に対し、本年度当初４億５，０４８万５千円と

し、前年度当初対比１６．３％（６，３００万３千円）の増を計上しました。 
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主な事業は、次のとおりです。 

事 業 名 
平成 26 年度 

当初予算額 
（ ）内は平成 25年度 

内 容 

○後期高齢者医療広域連合納付金 

 

保険料等負担金 

 

 

273,085千円 

（229,982千円） 

 

 

徴収した保険料等を愛知県後期高齢者医療広域連

合へ負担する。 

 

療養給付費負担金 

 

171,000千円 

（151,300千円） 

 

後期高齢者医療制度の医療にかかる費用のうちの

公費（町）負担分を、愛知県後期高齢者医療広域連

合へ負担する。 

 

広域連合事務費 

負担金 

 

6,400千円 

（6,200千円） 

 

愛知県後期高齢者医療広域連合の運営に係る事務

費を構成市町村で負担する。 

（３）保健事業費 

   前年度当初７８９万４千円に対し、本年度当初９７５万２千円とし、前年度当初対

比２３．５％（１８５万８千円）の増を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

事 業 名 
平成 26 年度 

当初予算額 
（ ）内は平成 25年度 

内 容 

○特定健康診査等事業費 

 

個別健康診査等事業

委託料 

 

 

8,252千円 

（6,591千円） 

 

 

特定健康診査等事業費のうち、指定医療機関で受診

する場合の健康診査業務を委託する。 
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当初予算案の規模 

（単位 千円） 

会 計 名 

平成 26年度 

予 算 額 

 

（Ａ） 

対 前 年 度 

比率（％） 

 

（Ａ/Ｂ）×100 

平成 25 年度 

予 算 額 
比 較 増 減 

当 初 
 
（Ｂ） 

現 計 
（１月末） 

（Ｃ） 

当初比 

（Ａ－Ｂ） 

現計比 

（Ａ－Ｃ） 

一 般 会 計 7,720,000 107.6 7,173,000 7,765,036 547,000 △ 45,036 

国民健康保険 

特 別 会 計 
3,046,642 101.7 2,995,764 3,209,837 50,878 △ 163,195 

土 地 取 得 

特 別 会 計 
224 350.0 64 64 160 160 

介 護 保 険 

特 別 会 計 
1,379,008 109.2 1,263,189 1,336,847 115,819 42,161 

 保険事業勘定 1,358,465 109.3 1,243,358 1,317,016 115,107 41,449 

 
介護サービス 

事 業 勘 定 
20,543 103.6 19,831 19,831 712 712 

公共下水道事業 

特 別 会 計 
498,481 109.4 455,791 437,864 42,690 60,617 

後期高齢者医療

特 別 会 計 
462,609 116.4 397,462 407,507 65,147 55,102 

合  計 13,106,964 106.7 12,285,270 13,157,155 821,694 △ 50,191 

 



 


